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住み慣れた小平で、いきいきと 

笑顔で暮らせる地域社会をめざして 
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市長あいさつ 

 地域全体で高齢者を支えていく地域包括ケアシステムを構築し

ていくために、このたび高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画

を一体化した「小平市地域包括ケア推進計画」を、平成２７年度

から２９年度までを期間として策定しました。 

 本計画は、「住み慣れた小平で、いきいきと笑顔で暮らせる地域

社会をめざして」を基本理念とし、介護が必要になっても、認知

症になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けること

ができるような体制づくりを進めていくものになっています。 

 高齢者を支えていくためには、行政や介護保険の力だけでは限

界があるため、地域が一丸となって取り組んでいくことが必要と

なります。高齢者自身も含めた全ての市民の皆様には、引き続き、

ご協力をお願いいたします。 
 

平成２７年３月 

 
 

 

 

計画策定の背景 

① 超高齢社会の到来 

 小平市でも団塊の世代が６５歳を迎え、高齢化率が２１％を超えて、超高齢社会に突入

しました。今後も、高齢化がさらに進行し、団塊の世代が７５歳になる２０２５年（平成   

３７年）に向かって、後期高齢者の急増も予測されています。 

② 超高齢社会の課題 

 高齢化の急速な進行に伴い、一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の孤立化、認知症高

齢者の増加、介護する家族の負担増や虐待の危険性などの地域社会での問題に対し、社会

全体でどのように取り組んでいくのかが大きな課題となっています。 

③ 地域包括ケアシステムの構築 

 可能な限り住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、身近な地域で、「医療・

介護・介護予防・住まい・生活支援」が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の

構築が急務となっています。 

④ ２０２５年を見据えた計画の策定 

 国や東京都の動向を踏まえつつ施策の実施状況や効果を検証した上で、団塊の世代が 

７５歳になる２０２５年を見据え、「地域包括ケアシステム」の実現を目指す新たな計画を

策定します。 

 

計画策定の目的 

 本計画は、小平市の高齢者保健福祉及び介護保険事業の運営にかかる基本理念・基本目

標を定め、併せてその実現のための施策を定めるために策定するものです。

小平市長 
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計画の位置づけ 

 高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第２０条の８に基づくもので、高齢者の福祉の増進

を図るために定める計画です。介護保険事業計画は、介護保険法第 117 条に基づき、市が

行う介護保険事業の円滑な実施に関する計画です。 

計画の期間 

 平成２７年度から２９年度までの３年間とし、併せて団塊の世代が７５歳になる 2025

年（平成３７年）までの中長期的な視野に立った見通しを示しています。 

平成24～26年度 

2012～2014 

平成27～29年度 

2015～2017 

平成30～32年度 

2018～2020 

平成33～35年度 

2021～2023 

平成36～38年度 

2024～2026 
     

 

 

 

 

介護保険制度の改正内容  

 介護保険制度については、計画の期間に合わせ、３年ごとに大きな見直しが行われます。

第６期計画に合わせて行われる今回の制度改正は、地域包括ケアシステムの構築と費用負

担の公平化等のため、サービスの充実と重点化・効率化を一体的に行う、大幅なものとな

っています。 

（１） 地域包括ケアシステムの構築 
 

サービスの充実 重点化・効率化 

① 在宅医療・介護の連携推進 

② 認知症施策の推進 

③ 地域ケア会議の推進 

④ 生活支援サービスの充実・強化 

① 予防給付（訪問介護・通所介護）の介護予防・ 

日常生活支援総合事業への移行 

②  特別養護老人ホームの新規入所者を原則 

要介護３以上に限定 

（２） 費用負担の公平化 
 

保険料軽減の拡充 重点化・効率化 

・ 低所得者の保険料の軽減割合を拡大 ① 一定以上の所得のある利用者の自己負担を
引き上げ 

② 低所得の施設利用者の食費・居住費を補填す
る「補足給付」の要件に資産等を追加 

（３） その他 

① サービス付き高齢者向け住宅への住所地特例の適用 
② 居宅介護支援事業所の指定権限の市町村への移譲 
③ 小規模通所介護（利用定員１９人未満）の地域密着型サービス等への移行 

第７期計画 

 

第６期計画 第８期計画 

2015 2025 

第９期計画 第５期計画 

団塊の世代が 65歳に 団塊の世代が 75歳に 

<長期的見通し> 

<中期的見通し> 
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市の現状と推計 
 

（１） 市の人口及び高齢化の推移と推計 

 直近の国勢調査（平成２２年）による小平市の総人口は、187,035 人で、平成２７年

をピークとして、以後、漸減傾向となると推計されます。 

 一方、高齢者人口は 37,384 人、高齢化率は 20.0％で、どちらも今後増加していくこ

とが推計されます。平成４７年には 53,157 人、29.8％にまで上昇するものと予測され

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 前期高齢者及び後期高齢者人口の推移と推計 

 前期高齢者（６５歳～７４歳）及び後期高齢者（７５歳以上）人口の推移を見ると、   

後期高齢者人口は平成３７年までほぼ一貫して増加傾向にあり、平成２７年には前期高齢

者人口とほぼ同数となり、その後逆転するものと推計されます。以後、平成４７年までは、

ほぼ横ばいとなっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 10 月 1 日現在） 

（各年 10 月 1 日現在） 

（人） 

（人） 
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（３） 要介護等認定者数の推移と推計 

 要介護等認定者数は、今後増加するものと見込まれており、平成３７年には 11,556 人

になるものと予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 認知症高齢者数の推移と推計 

 認知症高齢者数は今後増加するものと見込まれており、平成３７年には 5,715 人になる

と予測されます。第１号被保険者に占める認知症高齢者の割合も今後上昇するものと見込

まれており、平成３７年には 12.6％になると予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年９月末日現在） 

（各年９月末日現在） 
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 計画の基本的な考え方 

 小平市は、基本理念、基本目標を軸として、地域包括ケアシステムの考え方に基づいた

５本の施策の柱に沿って、高齢者保健福祉施策・介護保険施策を総合的・体系的に推進し

ていきます。 
 

基
本
理
念 

住み慣れた小平で、いきいきと笑顔で暮らせる地域社会をめざして 

 

基
本
目
標 

Ⅰ いつまでも、自立した、生きがいのある生活の支援 

Ⅱ 高齢者のニーズに応じたサービス提供の充実 

Ⅲ 地域でお互いに支え合い、誰もが暮らしやすいまちづくりの支援 

 

施策の柱 
 

施   策 

１ 介護予防や 

健康づくりの推進 

（１）生きがいづくり 

（２）健康づくりや運動の推進 

（３）介護予防の推進 

２ 生活支援サービスの

充実 

（１）相談体制の推進 

（２）広報活動の推進 

（３）日常生活の支援 

（４）見守り体制の充実 

（５）権利擁護システムの充実 

（６）福祉のまちづくりの推進 

３ 介護サービスの充実 

（１）多様なサービス基盤の整備 

（２）福祉人材の育成・支援 

（３）サービスの質の向上と給付の適正化 

（４）介護家族の支援 

４ 医療との連携強化 
（１）介護と医療の連携の推進 

（２）認知症施策における医療との連携 

５ 住まいの確保 
（１）高齢者向け住宅 

（２）高齢者向け施設 

 

 

５ 



 

日常生活圏域の設定と地域包括支援センター 

 小平市では、地域の成り立ちや人口の分布状況などから、市内を５圏域に区分し、圏域

ごとの中核拠点として地域包括支援センターを設置しています。 

 第６期計画においても、この５圏域の考えを継承し、住み慣れた地域で安心して暮らし

続けることができるよう、それぞれの圏域の規模に応じた支援、相談、支え合い活動のし

くみづくりを進めます。 

 また、基幹型の地域包括支援センターである中央センターが、地域包括支援センターの

機能とセンター間連携の強化を図るとともに、地域で取組を行っている各地域包括支援セ

ンターのまとめ役として、支援及び指導を引き続き行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 中央圏域を担当する中央センターは、基幹型地域包括支援センターとして、各地域包括支援センターの 

統括や連絡調整、後方支援、人材育成も行うため、担当する日常生活圏域は小区域としています。 

  西圏域 中央西圏域 中央圏域 中央東圏域 東圏域 

町 名 

栄町1~3丁目 

中島町 

小川町1丁目 

たかの台 

津田町1丁目 

上水新町1~3丁目 

上水本町1丁目 

小川西町1~5丁目 

小川東町1~5丁目 

津田町2~3丁目 

学園西町1~3丁目 

上水本町2~6丁目 

小川東町 

小川町2丁目 

学園東町1丁目 

（※） 

美園町1~3丁目 

大沼町1~7丁目 

仲町 

学園東町2~3丁目 

学園東町 

喜平町1~3丁目 

上水南町1~4丁目 

花小金井1~8丁目 

天神町1~4丁目 

鈴木町1~2丁目 

花小金井南町1~3丁目 

回田町 

御幸町 

地域 

包括支援 

センター 

けやきの郷 小川ホーム 

中央センター 

（基幹型） 

多摩済生 

ケアセンター 

小平健成苑 

けやきの郷 

たかの台 

出張所 

小川ホーム 

四小通り 

出張所 

多摩済生 

ケアセンター 

喜平橋出張所 

小平健成苑 

花小金井 

出張所 

★ 地域包括支援センター 

☆ 地域包括支援センター出張所 
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いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムのイメージ図

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス

等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等相談業務やサービスの

コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・特別養護老人ホーム
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護

等

民生委員・高齢クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

病気になったら･･･

医 療

介護が必要になったら･･･

介 護

システムの円滑な推進に向けた支援、
関係者間の連携促進を図ります。

・市役所

病院：
急性期、回復期、慢性期

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局 通所・入所通院・入院

認知症の人

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね３０分以内に必要なサービスが提供される日常生活圏域 
（具体的には中学校区）を単位として想定しています。 

 

○ 地域包括ケアシステムとは、高齢者が住み慣れた地域の中で、必要に応じて、医

療・介護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供される仕組みです。 
 

○ 国では、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年（平成３７年）を目途に、介

護が必要になっても、認知症になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを

続けることができるように、地域包括ケアシステムの構築の実現をめざしていま

す。 
 

○ 特に今後、一人暮らし高齢者や認知症高齢者の増加が見込まれることから、支援

を必要とする高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包括ケアシステムの

構築が重要です。 

 

地域包括ケアシステムとは 
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 重点的な取組 

 本計画では、体系的に施策を推進する中で、施策を複合的に捉え、重点的な取組を３つ

掲げ、中長期的な見通しを踏まえ、取り組んでいきます。 

介護予防・生活支援の基盤整備 

 高齢者が地域で安心して暮らし続けるためには、介護サービスだけでなく、要介護状態に

ならないようにするための介護予防や、見守りや家事・買い物などの生活支援も重要です。 

 今期計画では、新たに始まる介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な実施を図るとと

もに、見守り体制の充実にも努めていきます。 

（１） 介護予防・日常生活支援総合事業の整備 

 従来予防給付として提供されていた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護を、

市町村の実施する介護予防・日常生活支援総合事業に移行することになりました。介護予防・

日常生活支援総合事業では、生活支援コーディネーターの配置等を通じて地域の支え合いの体

制づくりを推進し、サービスの多様化を図り、高齢者の多様なニーズに応えていきます。 

◆中長期的な見通し（要支援認定者数の推移） 

 
実績値 推 計 値 

平成２６年度 平成２９年度 平成３２年度 平成３７年度 

要支援１ 1,080 人 1,489 人 1,730 人 1,835 人 

要支援２ 1,143 人 1,453 人 1,701 人 1,886 人 

要支援認定者数合計 2,223 人 2,942 人 3,431 人 3,721 人 

 

◆介護予防・日常生活支援総合事業として検討する事業 

実施目標 主体となる機関等 実 施 方 法 検 討 す る 事 業 

平
成
２８
年
４
月 

事業所主体の 

サービス 

指定基準による 

報酬等 

①訪問介護相当サービス 

②訪問型サービスＡ 

③通所介護相当サービス 

④通所型サービスＡ 

市が行う事業 
短期集中型を 

委託 

①訪問型サービスＣ 

（訪問型介護予防事業｜３か月～６か月単位） 

②通所型サービスＣ 

（通所型介護予防事業｜３か月単位） 

移動支援 
通所型サービスに

付随して実施 
①訪問型サービスＤ（移送前後の生活支援） 

平
成
２９
年
４
月 

住民主体の 

サービス 
運営費補助等 

①訪問型サービスＢ 

②通所型サービスＢ 

生活支援 

サービス 

訪問型や 

通所型サービスと 

一体的に提供 

①栄養改善を目的とした配食 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③自立支援に資する生活支援 

８ 



 

◆介護予防・日常生活支援総合事業開始までのスケジュール 

 介護予防・日常生活支援総合事業の開始時期については、改正後の介護保険法において、

平成２７年４月から平成２９年３月末日までの猶予期間が設けられていますが、小平市で

は、サービスの充実には一定の時間がかかること、新制度への移行のための準備期間が必

要なこと等を踏まえ、平成２８年４月の開始をめざします。 

 

（２） 見守り体制の充実 

 地域の見守りについての普及啓発を図るとともに、地域におけるさまざまな社会資源を

活用し、一人ひとりの高齢者の生活状況や意向に合わせた多様な見守りを実施していきま

す。 

 また、多様な活動主体が連携し、地域全体で見守りを進める必要があることから、さま

ざまな担い手や関係機関が参加する見守りネットワークを整備します。 

◆中長期的な見通し（世帯主が６５歳以上の一人暮らし世帯数の推移） 

 
実績値 推 計 値 

平成２２年度 平成２７年度 平成３２年度 平成３７年度 

世帯主が６５歳以上の 

一人暮らし世帯数 
 7,578 人   9,752 人 10,983 人 11,834 人 

６５歳以上世帯に占める割合 33.3% 35.8% 37.0% 37.6% 

 

◆主な事業 ◆数値目標 

①介護予防見守りボランティア事業【重点事業】 

②見守りサポーター養成研修事業 

③高齢者見守り事業 

④高齢者訪問給食サービス事業 

⑤高齢者緊急通報システム事業 

⑥おはようふれあい訪問 

⑦民生委員・児童委員活動 

⑧災害時要援護者（避難行動要支援者）避難支援 

体制の整備事業 

⑨地域住民の運営による交流の場との連携 

⑩見守りネットワークの整備【重点事業】 

認知症施策の推進 

 標準的な認知症ケアパス（状態に応じた適切なサービス提供の流れ）を作成し、医療・

介護など地域の連携のもとで認知症施策を総合的に推進するとともに、認知症支援コーデ

ィネーターを配置し、認知症アウトリーチチームと連携しながら、認知症の早期発見・早

期診断を図ります。 

 また、認知症サポーター養成講座の開催や認知症高齢者と家族の交流の場の提供、認知

症に関する広報・啓発に努めることで地域住民の認知症への理解やネットワークづくりを

進めていきます。 

 

介護予防見守りボランティアの登録者数 

 

 平成２５年度末実績 

９５人 

平成２９年度末目標 

２２０人 

※算出根拠＝高齢者 200 人に１人 

（高齢者人口約４万４千人と推計） 

９ 



 

◆中長期的な見通し（認知症高齢者数の推移） 

 
実績値 推 計 値 

平成２６年度 平成２９年度 平成３２年度 平成３７年度 

認知症高齢者数 3,778 人  4,408 人 5,036 人 5,715 人 

第１号被保険者に占める割合 9.2% 10.1% 11.3% 12.6% 

 

◆主な事業 ◆数値目標 

①認知症予防事業 

②もの忘れ相談医の周知 

③認知症相談会 

④高齢者虐待の早期発見・防止 

⑤成年後見制度 

⑥認知症対応型通所介護（認知症デイサービス） 

⑦小規模多機能型居宅介護 

⑧認知症対応型共同生活介護 

 （認知症高齢者グループホーム） 

⑨認知症サポーター養成講座【重点事業】 

⑩認知症高齢者や家族の交流の場 

⑪認知症早期発見・早期診断推進事業【重点事業】 

 

在宅医療・介護連携の推進 

 在宅医療・介護連携を推進するための資源の現状に関する情報収集を行い、介護サービ

ス事業者及びかかりつけ医の機能を踏まえ、病院や診療所、クリニックなどの医療機関（以

下、関係機関）のリストまたはマップを作成すること等によって、市民への普及啓発や、

関係機関相互の情報共有を図るとともに、在宅医療・介護連携の関係者が参加する会議や

研修会の開催などを通じて、多職種に及ぶ関係機関の連携を強化します。 

 また、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者のニーズに応じて、定期巡回・随時対

応型訪問介護看護などの充実と普及を図り、２４時間、365 日対応できる体制を構築して

いきます。さらに、医療・介護連携に基づいた認知症施策の充実にも努めていきます。 

 

◆中長期的な見通し（在宅の要介護認定者数の推移） 

 
実績値 推 計 値 

平成２６年度(見込) 平成２９年度 平成３２年度 平成３７年度 

在宅の要介護認定者数 

（要介護１～５） 
3,582人 4,205人 4,813人 5,393人 

 

◆主な事業 

①介護・医療連携推進事業【重点事業】 

②地域の医療・介護サービスの資源把握 

③在宅医療やかかりつけ医に関する地域住民への普及啓発 

④定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

⑤歯科医療連携推進事業 

⑥認知症早期発見・早期診断推進事業【重点事業】 

認知症サポーター養成講座の受講者数 

 

 
平成１８～２５年度 

年間平均受講者数 

３２９人 

平成２７～２９年度目標 

年間平均受講者数 

４５０人 

10 



 

地域包括支援センター

在宅療養支援診療所等

在宅療養支援病院・診療所(有床診療所)等

介護サービス事業所

訪問診療 訪問看護等

訪問診療

介護サービス

一時入院
（急変時の一時受け入れ）

連携

訪問看護事業所、薬局等

在宅医療・介護連携支援センター（仮称）
（小平市医師会等）

関係機関の
連携体制の
構築支援

東京都・保健所
後方支援、
広域調整等
の支援

小 平 市

・地域の医療・介護関係者による協議会の開催
・医療・介護関係機関の連携促進
・在宅医療に関する人材育成や普及啓発 等

患者
・利用者

◆到達目標 
 

 

 

 

 

 

 

◆在宅医療・介護連携のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域密着型サービス、特別養護老人ホーム等の整備目標 

 介護を必要とする高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう、地域密

着型サービスの整備を進め、多様で柔軟な介護サービスの拠点の充実を図ります。 

また、特別養護老人ホームなどの入所施設の整備を求める声が多いことから、重度の要
介護高齢者の生活の場として、特別養護老人ホームの整備に向けた働きかけを進めていき
ます。 

サービス名 
２６年度末 
（見込） 

２７～２９年度 
整備目標数 

２９年度末計 

定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護 
１か所 １～２か所 ２～３か所 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 

８か所 

135 人 

１か所 

１８人 

９か所 

153 人 

地域密着型通所介護 ０か所   ３４か所（※） ３４か所 

特別養護老人ホーム 
７か所 

612 人 

１か所 

100 人程度 

８か所 

712 人程度 

軽費老人ホーム 

（介護専用型ケアハウス） 
０か所 １か所 １か所 

※ 通所介護のうち利用定員１９人未満の小規模な事業所が、平成２８年４月に「地域密着型通所介護」

として地域密着型サービスに位置づけられることによる指定見込数。 

 在宅医療・介護連携の推進に係る取組の方向を踏まえ、平成３０年４月からの本格的な
実施に向けて、小平市介護・医療連携推進事業を核とした対応や、検討を行っていきま

す。 
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 介護保険事業の見込量と介護保険料 

介護保険事業の見込量推計と保険料設定の流れ 

 第６期の介護保険事業の見込量及び第１号被保険者の介護保険料については、国から配

布された「第６期介護保険事業計画用ワークシート」を使用して推計を行いました。 

介護保険事業の見込量推計 
 

（１） 保険給付費（標準給付費）の推移と推計 

 認定者数の増加等に伴い、保険給付費（標準給付費）は平成２５年度の約 100 億 800

万円から、平成２９年度には約 126 億 2,200 万円にまで増加するものと見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 地域支援事業費の推移と推計 

 地域支援事業については、介護予防・日常生活支援総合事業の開始時期を平成２８年４

月と想定し、介護予防訪問介護及び介護予防通所介護の移行による事業費の増加分を見込

みます。 

◆地域支援事業費の推移と推計  

 

 

第５期実績 第６期推計 

平成２４年度 平成２５年度 
平成２６年度 
（見込） 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

介護予防事業 

（介護予防・日常生活支援総合事業） 
59,929 73,687 79,442  87,462 371,514 664,069 

包括的支援事業 166,343 169,362 160,120 169,817 229,475 245,975 

 

地域包括支援センター運営 166,343 169,362 160,120 168,845 188,845 205,345 

在宅医療介護連携推進 － － － － 15,630 15,630 

認知症総合支援 － － － 972 17,000 17,000 

生活支援体制整備 － － － － 8,000 8,000 

任意事業 3,762 4,272 4,775 9,079 20,743 36,605 

地域支援事業合計 230,034 247,321 244,337 266,358 621,732 946,649 

（千円） 

（単位：千円） 
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4,696,080 5,134,389 5,551,003 6,199,404 5,843,625 6,051,314

757,846
875,994

951,223
1,048,511 1,752,788 1,935,2153,290,865

3,430,915
3,488,686

3,554,122
3,669,084

3,940,573

535,107
566,308

591,716

622,677
652,774

694,901

9,279,898
10,007,606

10,582,629

11,424,714
11,918,271

12,622,003

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

平成24年度 平成25年度 平成26年度（見込み） 平成27年度 平成28年度 平成29年度

居宅サービス 地域密着型サービス 施設サービス その他 合計



 

介護保険料 
 

（１） 介護保険の財源 

 介護保険の財源は、第１号被保険者の保険料のほか、第２号被保険者の保険料、国・東

京都・小平市の負担金、国の調整交付金によって構成されます。 

（２） 介護保険料算出の手順 

 平成２７年度～２９年度における保険給付費や地域支援事業費、第１号被保険者数の推

計等を基に、保険料を算出します。 

（３） 第１号被保険者保険料 

 第６期（平成２７年度～２９年度）の保険料基準月額は、保険給付費等の増加により､

4,700 円から 5,100 円に上昇します。 

◆保険料基準月額 

 
小 平 市 全 国 平 均 

第１期（平成１２年度～１４年度） 3,000 円 2,911 円 

第２期（平成１５年度～１７年度） 3,200 円 3,293 円 

第３期（平成１８年度～２０年度） 3,700 円 4,090 円 

第４期（平成２１年度～２３年度） 3,600 円 4,160 円 

第５期（平成２４年度～２６年度） 4,700 円 4,972 円 

第６期（平成２７年度～２９年度） 5,100円 
5,550 円程度 

(※) 

※ 資料：平成２７年度予算政府案閣議決定（平成２７年１月１４日） 
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第１号被保険者の所得段階別保険料額 

※１ （）内の割合は、公費による保険料軽減後の割合。 

※２ （）内の金額は、公費による保険料軽減後の金額。 

所得段階 対 象 者 
基準額に 
対する割合 

保険料年額 

第１段階 

・生活保護受給者 
・中国残留邦人等の支援給付受給者 
・老齢福祉年金の受給者で、本人及び世帯全員が市民税非課税 
・本人及び世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額 
 ＋ 前年の公的年金等の収入金額が80万円以下 

0.45  

(0.40) 

 ※１ 

27,500 円 

(24,400円) 

※２  

第２段階 
本人及び世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額 
＋ 前年の公的年金等の収入金額が80万円超え120万円以下 0.65  39,700 円  

第３段階 
本人及び世帯全員が市民税非課税で、前年の合計所得金額 
＋ 前年の公的年金等の収入金額が120万円超え 0.70  42,800 円  

第４段階 
本人が市民税非課税で、世帯内に市民税課税者がいる場合で、 
前年の合計所得金額 ＋ 前年の公的年金等の収入金額が80万円以下 0.90  55,000 円  

第５段階 
本人が市民税非課税で、世帯内に市民税課税者がいる場合で、 
前年の合計所得金額 ＋ 前年の公的年金等の収入金額が80万円超え 

1.00 
61,200 円 
（基準額）  

第６段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が120万円未満 1.10  67,300 円  

第７段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が120万円以上190万円未満 1.25  76,500 円  

第８段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が190万円以上290万円未満 1.50  91,800 円  

第９段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が290万円以上400万円未満 1.64  100,300 円  

第10段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が400万円以上500万円未満 1.78  108,900 円  

第11段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が500万円以上600万円未満 1.92  117,500 円  

第12段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が600万円以上700万円未満 2.06  126,000 円  

第13段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が700万円以上800万円未満 2.20  134,600 円  

第14段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が800万円以上900万円未満 2.34  143,200 円  

第15段階 本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が900万円以上 2.48  151,700 円  
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